
別記第１号様式（第６条－第８条、第１１条関係）

年 月 日

熊本県知事　様

提出者 住所
(法人にあっては、主たる事務所の所在地)

氏名
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)

備考 1 □のある欄には、該当する□内に「レ印」を記入してください。
2 ※欄は、記入しないでください。
3

□ 事 業 活 動 温 暖 化 対 策 変 更 計 画 書

事 業 活 動 温 暖 化 対 策 計 画 書

事 業 活 動 温 暖 化 対 策 実 施 状 況 報 告 書

□

□

担当部署名

所　在　地

担　当　者　名

電話番号

ＦＡＸ番号

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

※摘　　　　　　　　　要

　熊本県地球温暖化の防止に関する条例　　　　　　　　　　　　　　 の規定により、次のとおり提出します。

電 話 番 号
等

担 当 部 署

連 絡 先

※受　付　欄

事業活動温暖化対策計画書又は事業活動温暖化対策変更計画書を提出する場合は別表１－①から
別表１－④までに必要事項を記入し、事業活動温暖化対策実施状況報告書を提出する場合は別表２
－①から別表２－④までに必要事項を記入してください。

第１７条第 項

第１８条



計画書 変更計画書 実施状況報告書

kl

台

～

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

原
単
位
算
定
排
出
量
等

(　　)年度 (　　)年度 (　　)年度 (　　)年度 (　　)年度
基準年度
(　　)年度

前年度
(　　)年度

目標年度
(　　)年度

排出の状況及び目標 排出量等の実績

温
室
効
果
ガ
ス
算
定
排
出
量
等

削減率・増減率
(基準年度比)

排　　出　　量

削減率・増減率
(基準年度比)

差引後排出量

削減率・増減率
(基準年度比)

原単位の考え方

①－②
差引後排出量

その他知事が認
めるもの

グリーン電力証書等

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ

森林整備等

②補完的手段によ
る削減量

削減率・増減率
(基準年度比)

燃料及び熱

電気

温室効果ガスの排出の
抑制を図るため実施しよ
う と す る 措 置 の 内 容

【設備更新等】

【その他の措置】

年　度　区　分

①排出量

適用範囲
取得

年月日

計 画 期 間 年度 年度

住 所 ( 法 人 に あ っ て は 、
主たる事務所の所在地)

氏 名 ( 法 人 に あ っ て は 、
名称及び代表者の氏名)

□ □□区　　　　　　　　　　　　分

前年度の原油換算
ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量

県内登録の
自動車数

熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第５条第
１号該当特定事業者（大規模エネルギー使用事業者）

熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第５条第
２号該当特定事業者（自動車運送事業者）

事 業 概 要

該 当 す る 事 業 者 要 件

□

□

□ 特定事業者以外の事業者

温室効果ガスの排出の
抑 制 を 図 る た め の
基 本 方 針

温室効果ガスの排出の
抑 制 を 図 る た め の
推 進 体 制

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
ｼｽﾃﾑ名称



備考 1 □のある欄には、該当する□内に「レ印」を記入してください。
2 「計画期間」は、提出する日の属する年度以降５か年度以内の期間を設定してください。
3

4

5

6

7

特記事項

各 年 度 の
措 置 の 実
施 状 況 及
び 計 画 の
進 捗 又 は
達 成 の 状
況 等

1年目
(　　)年度

【設備更新等】

【その他の措置】

【計画の進捗状況等】

２年目
(　　)年度

【設備更新等】

【その他の措置】

【計画の進捗状況等】

３年目
(　　)年度

【設備更新等】

【その他の措置】

【計画の進捗状況等】

４年目
(　　)年度

【設備更新等】

【その他の措置】

【計画の進捗状況等】

５年目
(　　)年度

【設備更新等】

【その他の措置】

【計画の達成状況等】

「特記事項」欄には、過去の温室効果ガス排出削減に係る実績や地球温暖化防止に寄与する技術又は商品
の開発等の取組があれば、記入してください。

事業活動温暖化対策計画書を提出する場合は、「排出量等の実績」欄及び「各年度の措置の実施状況及び
計画の進捗又は達成の状況等」欄は記入不要です。

「基準年度」とは、原則、熊本県地球温暖化の防止に関する条例に基づく地球温暖化対策推進計画の基準
年度としますが、事業者が定める地球温暖化対策に係る計画において別に定める基準年度がある場合は当
該年度を基準年度とすることができます。「前年度」とは、計画期間の前年度とします。また、「目標年度」とは、
計画期間の最終年度をいいます。
温室効果ガス算定排出量の対象とする温室効果ガスは、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素と
し、その単位はｔ－CO2とします。

原単位による目標を設定する場合は、「原単位算定排出量等」欄に記入してください。
「原単位の考え方」欄には、温室効果ガス排出量の抑制に係る取組等が適正に反映されると考えられる指標
（生産数量、延べ床面積等）や設定に係る考え方等を記入してください。



（ ）

（ ）

（ ）

％ ％ ％ ％

備考 1

2

3

別表１－①

計画書・変更計画書（エネルギー使用量、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量（事業者合計））

削減率
(基準年度比)

そ
の
他
使

用
し
た
熱

他
者
か
ら
購
入

し
た
熱

電
気
事
業
者

か
ら
の
買
電

燃
料
及
び
熱

エネルギーの種類

電
気

合計

燃料及び熱

電気

無煙炭

GJ

削減率
（基準年度比）

原油換算エネルギー使用量（kl）

原油換算係数　kl/GJ

合計GJ

GJ

千ｋＷｈ

GJ

GJ

千ｍ３

自
家
発
電

千ｋＷｈ

小計

（　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　）

ｔ

ｔ

石炭

原料炭 ｔ

その他可燃性天然ガス 千ｍ３

可燃性
天 然
ガ ス

液化天然ガス（ＬＮＧ） ｔ

一般炭

石油系炭化水素ガス 千ｍ３

Ｂ・Ｃ重油 ｋｌ

石油
ガス

液化石油ガス（ＬＰＧ） ｔ

Ａ重油 ｋｌ

灯　油 ｋｌ

軽  油 ｋｌ

使用量 熱量
換算
係数

熱量（GJ)
（使用量×熱量換算係数）

エネルギーの使用に伴って発生する二酸
化炭素の温室効果ガス算定排出量（t-

CO2）
（熱量×CO2排出係数×44/12）

基準年度
(　　)年度

目標年度
(　　)年度

前年度
(　　)年度

前年度
(　　)年度

単位 基準年度
(　　)年度

目標年度
(　　)年度

基準年度
(　　)年度

目標年度
(　　)年度

前年度
(　　)年度

化
石
燃
料

ｋｌ

エネルギー使用量について、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律施行規則第4条に規定する方法により換算してください。

（　　　　　　　　　　　　　　　） GJ

揮発油(ガソリン)

バイオディーゼル

木質廃材 GJ

小計

（　　　　　　　　　　　　　　　）

その他

都市ガス

GJ

GJ

GJ

上
記
以
外

の
買
電

基準年度
(　　)年度

小計

「エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量」欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第3条に規定する方法により、次の(1)～(3)に掲げる量
（他人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）を記載してください。
　（1）燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　（2）熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　（3）電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量

都市ガスの熱量換算係数は、ガス供給事業者ごとの実際の数値を用いてください。

非
化
石
燃
料

GJ

小計

RPF

熱

前年度
(　　)年度

目標年度
(　　)年度

CO2排出係数

（　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　）

千ｋＷｈ

千ｋＷｈ

GJ

太陽熱

うち非化石

うち非化石

うち非化石

千ｋＷｈ

太陽光

GJ

（　　　　　　　　　　　　）

うち非化石

電気事業者

うち非化石

千ｋＷｈ

うち非化石

千ｋＷｈ



備考 1

2

3

燃料及び熱
電気

燃料及び熱
電気

10
総量
燃料及び熱
電気

9
総量
燃料及び熱
電気

8
総量
燃料及び熱
電気

燃料及び熱
電気

燃料及び熱
電気

燃料及び熱
電気

燃料及び熱
電気

燃料及び熱
電気

燃料及び熱
電気

燃料及び熱
電気

3
総量

総量

2
総量

4
総量

5
総量

事業所ごとのエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量を地球温暖化対策の推進
に関する法律施行令第３条に規定する方法により算定してください。

事　　業　　者　　合　　計
総量
燃料及び熱
電気

二酸化炭素排出量が事業者合計のおおむね１割以下の事業所は、同種の事業所をまとめて記入しても構いません。

「エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量」欄には、次の(1)～(3)に掲げる量（他
人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）を記載してください。
　（1）燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　（2）熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　（3）電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量

燃料及び熱

14
総量
燃料及び熱
電気

電気
15

総量

12
総量

13
総量

6
総量

7
総量

電気

11
総量

別表１－②

計画書・変更計画書（エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量）

No.
事業所の名称及び所在地

（自動車運送事業者にあっては、使用する自動
車の使用の本拠の位置）

エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の
温室効果ガス算定排出量（ｔ－ＣＯ２）

1

前年度
(　　)年度

年度
基準年度
(　　)年度

燃料及び熱

目標年度
(　　)年度



（ ）

（ ）

（ ）

％ ％ ％ ％

備考 1
2

3

エネルギーの種類

燃
料
及
び
熱

電
気

別表１－③

　 計画書・変更計画書（エネルギー使用量、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量（事業所別）【事業所名：　　　　　　　　　　　　】）

太陽光

うち非化石

千ｋＷｈ

合計

燃料及び熱

小計

削減率
(基準年度比)

電気

合計GJ

原油換算係数　kl/GJ

原油換算エネルギー使用量（kl）

削減率
（基準年度比）

（　　　　　　　　　　　　） 千ｋＷｈ

千ｋＷｈ自
家
発
電 （　　　　　　　　　　　　）

上
記
以
外

の
買
電

（　　　　　　　　　　　　） 千ｋＷｈ

千ｋＷｈ

電気事業者

うち非化石

うち非化石

千ｋＷｈ

基準年度
(　　)年度

前年度
(　　)年度

目標年度
(　　)年度

（　　　　　　　　　　　　） GJ

小計

太陽熱

（　　　　　　　　　　　　） GJ

GJ

GJ

熱

他
者
か
ら
購
入

し
た
熱

（　　　　　　　　　　　　） GJ

（　　　　　　　　　　　　） GJ

そ
の
他
使

用
し
た
熱

うち非化石

うち非化石

うち非化石

GJ

（　　　　　　　　　　　　　　　） GJ

小計

（　　　　　　　　　　　　　　　） GJ

非
化
石
燃
料

木質廃材 GJ

RPF GJ

バイオディーゼル GJ

小計

ｔ

その他

都市ガス 千ｍ
３

石炭

原料炭 ｔ

一般炭 ｔ

無煙炭

可 燃
性

天 然

液化天然ガス（ＬＮＧ） ｔ

その他可燃性天然ガス 千ｍ
３

石油
ガス

液化石油ガス（ＬＰＧ） ｔ

石油系炭化水素ガス 千ｍ
３

Ｂ・Ｃ重油

Ａ重油 ｋｌ

化
石
燃
料

揮発油(ガソリン) ｋｌ

軽  油 ｋｌ

ｋｌ

灯　油 ｋｌ

使用量 熱量
換算
係数

熱量（GJ)
（使用量×熱量換算係数） CO2排出係数

エネルギーの使用に伴って発生する二酸化
炭素の温室効果ガス算定排出量（t-CO2）

（熱量×CO2排出係数×44/12）

基準年度
(　　)年度

前年度
(　　)年度

目標年度
(　　)年度

単位
基準年度
(　　)年度

前年度
(　　)年度

目標年度
(　　)年度

基準年度
(　　)年度

前年度
(　　)年度

目標年度
(　　)年度

電
気
事
業
者

か
ら
の
買
電

エネルギー使用量について、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律施行規則第4条に規定する方法により換算してください。

都市ガスの熱量換算係数は、ガス供給事業者ごとの実際の数値を用いてください。

「エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量」欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第3条に規定する方法により、次の(1)～(3)に掲げる
量（他人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）を記載してください。
　（1）燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　（2）熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　（3）電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量

千ｋＷｈ



別表１－④

備考 1

2

3

数量

計画書・変更計画書（化石燃料等使用設備更新計画）

備考

1

No.
ｴﾈﾙｷﾞｰ
の種類

設備名称
年間燃料使用量又は

出力・能力
設置
年月

更新予定
年月

事業所
名称

3

2

5

4

7

6

9

8

11

10

13

12

15

14

17

16

18

20

行が不足する場合は、表を追加して記入してください。

19

本表は、熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第５条第２号に該当する特定事業者（自動車運送事業者）は
記入不要です。

次の（1）～（3）に掲げる設備をエネルギーの種類ごとに記入してください。
　(1)　化石燃料を使用している設備
　(2)　電気を使用している設備のうち使用量が比較的大きい主要設備（出力、能力から推計される場合も含む。）
　(3)　(1)及び(2)以外で使用年数が１０年を超過した設備



（ ）

（ ）

（ ）

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

備考 １
2

3

エネルギーの種類

燃

料

及

び

熱

電

気

別表２－①
実施状況報告書（エネルギー使用量、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量（事業者合計））

うち非化石

うち非化石

うち非化石

太陽熱

千ｋＷｈ

電気事業者

うち非化石

うち非化石

太陽光

うち非化石

電

気

事

業

者

か

ら

の

買

電

上

記

以

外

の

買

電
（　　　　　　　　　　　　）

自

家

発

電

（　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　）

小計

小計

熱

他

者

か

ら

購

入

し

た

熱

（　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　）

そ

の

他

使

用

し

た

熱

（　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　）

小計

化

石

燃

料

灯　油

石油
ガス

液化石油ガス（ＬＰＧ）

石油系炭化水素ガス

可 燃
性

天 然

液化天然ガス（ＬＮＧ）

その他可燃性天然ガス

石炭

原料炭

その他

小計

都市ガス

軽  油

揮発油(ガソリン)

非

化

石

燃

料

RPF

木質廃材

都市ガスの熱量換算係数は、ガス供給事業者ごとの実際の数値を用いてください。

燃料及び熱

1年目
（  　）年度

増減率
（基準年度比）

合計

原油換算係数　kl/GJ

合計GJ

増減率
（基準年度比）

エネルギー使用量について、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律施行規則第4条に規定する方法により換算してください。
「エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量」欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第3条に規定する方法により、次の(1)～(3)に掲げる量（他人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）を記載してください。
　（1）燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　（2）熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　（3）電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量

原油換算エネルギー使用量（kl）

千ｋＷｈ

千ｋＷｈ

千ｋＷｈ

千ｋＷｈ

千ｋＷｈ

千ｋＷｈ

GJ

GJ

（　　　　　　　　　　　　　　　） GJ

（　　　　　　　　　　　　　　　）

GJ

GJ

GJ

GJ

GJ

GJ

GJ

バイオディーゼル GJ

GJ

ｔ

千ｍ３

ｔ

無煙炭

一般炭

ｔ

千ｍ３

ｔ

千ｍ３

使用量 熱量
換算
係数

CO2排出係数
1年目

（  　）年度
単位5年目

（  　）年度
2年目

（  　）年度
3年目

（  　）年度
4年目

（  　）年度
1年目

（  　）年度
2年目

（  　）年度
3年目

（  　）年度
4年目

（  　）年度
5年目

（  　）年度
3年目

（  　）年度
4年目

（  　）年度

ｔ

5年目
（  　）年度

熱量（GJ)
（使用量×熱量換算係数）

1年目
（  　）年度

エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス
算定排出量（t-CO2）（熱量×CO2排出係数×44/12）

2年目
（  　）年度

ｋｌ

ｋｌ

Ａ重油 ｋｌ

Ｂ・Ｃ重油 ｋｌ

ｋｌ

電気

2年目
（  　）年度

3年目
（  　）年度

4年目
（  　）年度

5年目
（  　）年度



備考 1

2

3

事業所ごとのエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量を地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第３条に規定する方法により算
定してください。
「エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量」欄には、次の(1)～(3)に掲げる量（他人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）を
記載してください。
　（1）燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　（2）熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　（3）電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
二酸化炭素排出量が事業者合計のおおむね１割以下の事業所は、同種の事業所をまとめて記入しても構いません。

電気

総量

電気

燃料及び熱

14
総量

燃料及び熱
電気

13

11
総量

燃料及び熱

電気

10
総量

燃料及び熱
電気

9
総量

燃料及び熱
電気

燃料及び熱

燃料及び熱
電気

燃料及び熱
電気

5
総量

燃料及び熱
電気

4
総量

燃料及び熱
電気

15
総量

燃料及び熱
電気

事　　業　　者　　合　　計
総量

燃料及び熱

電気

12
総量

燃料及び熱
電気

8
総量

2
総量

6
総量

7
総量

電気
燃料及び熱

3
総量

燃料及び熱
電気

別表２－②

実施状況報告書（エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量）

No.
事業所の名称及び所在地

（自動車運送事業者にあっては、使用する自動車の使用の本拠の位置）

エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の
温室効果ガス算定排出量（ｔ－ＣＯ２）

年度
1年目

（  　）年度
4年目

（  　）年度
5年目

（  　）年度
2年目

（  　）年度
3年目

（  　）年度

1
総量

燃料及び熱
電気



（ ）

（ ）

（ ）

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

備考 １
2

3

エネルギーの種類

燃

料

及

び

熱

電

気

うち非化石

小計

別表２－③
　　　　　　　　　　　　　実施状況報告書（エネルギー使用量、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量（事業所別）【事業所名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】）

うち非化石

うち非化石

うち非化石

電気事業者

うち非化石

うち非化石

太陽光

増減率
（基準年度比）

増減率
（基準年度比）

原油換算エネルギー使用量（kl）

原油換算係数　kl/GJ

合計GJ 合計

（　　　　　　　　　　　　） 千ｋＷｈ

千ｋＷｈ

（　　　　　　　　　　　　） 千ｋＷｈ

自

家

発

電

上

記

以

外

の

買

電
（　　　　　　　　　　　　） 千ｋＷｈ

千ｋＷｈ

千ｋＷｈ

千ｋＷｈ

電

気

事

業

者

か

ら

の

買

電

小計

GJ

（　　　　　　　　　　　　） GJ

太陽熱

GJ

GJ

熱

他

者

か

ら

購

入

し

た

熱

（　　　　　　　　　　　　） GJ

（　　　　　　　　　　　　） GJ

そ

の

他

使

用

し

た

熱

GJ

（　　　　　　　　　　　　）

小計

（　　　　　　　　　　　　　　　） GJ

（　　　　　　　　　　　　　　　） GJ

RPF GJ

GJ非

化

石

燃

料

木質廃材 GJ

バイオディーゼル

小計

その他

都市ガス 千ｍ３

一般炭 ｔ石炭

原料炭 ｔ

無煙炭 ｔ

その他可燃性天然ガス 千ｍ３

可 燃
性

天 然

液化天然ガス（ＬＮＧ） ｔ

石油系炭化水素ガス 千ｍ３

ｔ

Ｂ・Ｃ重油 ｋｌ

軽  油 ｋｌ

ｋｌ

化

石

燃

料

揮発油(ガソリン) ｋｌ

Ａ重油 ｋｌ

石油
ガス

液化石油ガス（ＬＰＧ）

都市ガスの熱量換算係数は、ガス供給事業者ごとの実際の数値を用いてください。

使用量 熱量
換算
係数

熱量（GJ)
（使用量×熱量換算係数）

CO2排出係数
３年目

(　　)年度
４年目

(　　)年度
５年目

(　　)年度
単位 １年目

(　　)年度
２年目

(　　)年度

エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス
算定排出量（t-CO2）（熱量×CO2排出係数×44/12）

１年目
(　　)年度

２年目
(　　)年度

３年目
(　　)年度

４年目
(　　)年度

５年目
(　　)年度

１年目
(　　)年度

灯　油

２年目
(　　)年度

３年目
(　　)年度

４年目
(　　)年度

５年目
(　　)年度

エネルギー使用量について、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律施行規則第4条に規定する方法により換算してください。
「エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量」欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第3条に規定する方法により、次の(1)～(3)に掲げる量（他人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）を記載してください。
　（1）燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　（2）熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
　（3）電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量

１年目
(　　)年度

２年目
(　　)年度

３年目
(　　)年度

４年目
(　　)年度

５年目
(　　)年度

燃料及び熱

電気



別表２－④

備考 1
2

3

設備の更新、廃止、改良及び燃料転換等の実施状況について、更新時期及び内容等を記入してください。
本表は、熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第５条第２号に該当する特定事業者（自動車運送事業者）は
記入不要です。

実施状況報告書（化石燃料等使用設備更新状況報告）

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

4

3

行が不足する場合は、表を追加して記入してください。

6

5

No.
ｴﾈﾙｷﾞｰ
の種類

事業所
名称

設置
年月

更新予定
年月

更新等の
実施状況
(更新時期・内
容等)

2

1

数量設備名称
年間燃料使用量又は

出力・能力



別記第4号様式(第13条関係) 

 

権利利益の保護に係る請求書 

 

年   月   日   

 

 熊本県知事 様 

 

請求者  住所                   

(法人にあっては、主たる事務所の所在地)  

 

氏名                   

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)  

 

 

 熊本県地球温暖化の防止に関する条例第19条第2項の規定により、次のとおり請求します。 

 

公にされることにより権
利利益が害されるおそ
れがあると思料する情
報 

  

権 利 利 益 が 害 さ れ る
おそれがあると思料す
る理由 

  

権 利 利 益 が 害 さ れ る
おそれがあると思料す
る理由の根拠となる事
実 

  

連 絡 先 

担 当 部 署 

担 当 部 署 名   

所 在 地 
(〒     ―     ) 

担 当 者 名   

電話番号等 

電 話 番 号      ―     ― 

F A X 番 号      ―     ― 

メールアドレス         ＠ 

 

※受 付 欄 ※摘 要 

    

 備考 ※欄は、記入しないでください。 



別記第5号様式(第20条―第22条関係) 

 

エコ通勤環境配慮(変更)計画書 

 

年   月   日   

 

 熊本県知事 様 

 

提出者  住所                   

(法人にあっては、主たる事務所の所在地)  

 

氏名                   

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)  

 

 

 熊本県地球温暖化の防止に関する条例第29条第 項の規定により、次のとおり提出します。 

 

連 絡 先 

担 当 部 署 

担 当 部 署 名   

所 在 地 
(〒     ―     ) 

担 当 者 名   

電話番号等 

電 話 番 号      ―     ― 

F A X 番 号      ―     ― 

メールアドレス         ＠ 

 

※受 付 欄 ※摘 要 

    

 備考 ※欄は、記入しないでください。



 

エコ通勤環境配慮計画に関する事項 □ 新規 □ 変更 

住所(法人にあって

は、主たる事務所

の 所 在 地 ) 

  

氏名(法人にあって

は、名称及び代表

者 の 氏 名 ) 

  

事 業 概 要   

配 慮 計 画 期 間     年度～     年度 

 

事 業 所 名   

所 在 地   

事 業 所 周 辺 の

公 共 交 通 機 関

の 状 況 

  

マ イ カ ー 通 勤

の 状 況 

常 時 使 用 す る 従 業 員 の 数 A 人 割 合 

 

通勤距離が5km未満の従業員の数 B 人 
(B／A)

×100 
％ 

 
通勤距離が5km未満の従業員のうち

マイカー通勤する従業員の数 C 
人 

(C／B)

×100 
％ 

温 室 効 果 ガ ス

の 排 出 の 抑 制

を 図 る た め に

実施しようとする

措 置 の 内 容 

事業所のエコ通勤の取組方針 具 体 的 な 取 組 の 内 容 

□ ノ ー マ イ カ ー 通 勤   

□ 

マ イ カ ー 通 勤 を 前 提

とした燃料の使用抑制

(エコドライブの促進等) 

  

特 記 事 項   

備考 1 □のある欄には、該当する□内に「レ印」を記入してください。 

   2 「配慮計画期間」は、提出する日の属する年度以降3か年度としてください。 

   3 「事業所周辺の公共交通機関の状況」欄には、事業所の最寄りの駅及びバス停留所並び

に当該駅及び停留所から事業所までの距離及び所要時間等を記入してください。 

   4 「マイカー通勤」とは、熊本県地球温暖化の防止に関する条例第29条第1項に規定する

「従業員の自家用自動車による通勤」をいいます。 

   5 「マイカー通勤の状況」は、4月1日現在の状況について記入してください。 

   6 「マイカー通勤する従業員」には、育児、介護等のためマイカー通勤が必要な者を含み

ません。 

   7 事業所のエコ通勤の取組方針を「ノーマイカー通勤」、「マイカー通勤を前提とした燃料

の使用抑制(エコドライブの促進等)」の双方又は一方から選択し、具体的な取組の内

容を記入してください。 

   8 「特記事項」欄には、マイカー通勤者の総数や排出抑制のために実施しようとする措置

に係る目標(数値目標等)等があれば、記入してください。 



別記第6号様式(第24条関係) 

 

エコ通勤環境配慮計画廃止届出書 

 

年   月   日   

 

 熊本県知事 様 

 

届出者  住所                   

(法人にあっては、主たる事務所の所在地)  

 

氏名                   

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)  

 

 

 熊本県地球温暖化の防止に関する条例第29条第5項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

廃 止 区 分 

□ 事業の廃止 

□ 
計画の廃止(熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第

19条に規定する要件に該当しなくなった事業者) 

□ 計画の廃止(特定規模事業者以外の事業者) 

連 絡 先 

担 当 部 署 

担 当 部 署 名   

所 在 地 
(〒     ―     ) 

担 当 者 名   

電話番号等 

電 話 番 号      ―     ― 

F A X 番 号      ―     ― 

メールアドレス         ＠ 

 

※受 付 欄 ※摘 要 

    

 備考 1 □のある欄には、該当する□内に「レ印」を記入してください。 

    2 ※欄は、記入しないでください。 

    3 廃止区分の各事由に該当することとなったことを確認できる書類を添付してくださ

い。 



別記第7号様式(第25条関係) 

 

エコ通勤環境配慮実施状況報告書 

 

年   月   日   

 

 熊本県知事 様 

 

報告者  住所                   

(法人にあっては、主たる事務所の所在地)  

 

氏名                   

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)  

 

 

 熊本県地球温暖化の防止に関する条例第30条の規定により、次のとおり報告します。 

 

連 絡 先 

担 当 部 署 

担 当 部 署 名   

所 在 地 
(〒     ―     ) 

担 当 者 名   

電話番号等 

電 話 番 号      ―     ― 

F A X 番 号      ―     ― 

メールアドレス         ＠ 

 

※受 付 欄 ※摘 要 

    

 備考 ※欄は、記入しないでください。



 

エコ通勤環境配慮計画の実施状況に関する事項 年度 

住所(法人にあって

は、主たる事務所

の 所 在 地 ) 

  

氏名(法人にあって

は、名称及び代表

者 の 氏 名 ) 

  

事 業 概 要   

配 慮 計 画 期 間     年度～     年度 

 

事 業 所 名   

所 在 地   

事 業 所 周 辺 の

公 共 交 通 機 関

の 状 況 

  

マ イ カ ー 通 勤

の 状 況 

常 時 使 用 す る 従 業 員 の 数 A 人 割 合 

 

通勤距離が5km未満の従業員の数 B 人 
(B／A)

×100 
％ 

 
通勤距離が5km未満の従業員のうち

マイカー通勤する従業員の数 C 
人 

(C／B)

×100 
％ 

温室効果ガスの

排出の抑制を図

るために実施し

た 措 置 の 内 容 

事業所のエコ通勤の取組 具 体 的 な 取 組 の 内 容 

□ ノ ー マ イ カ ー 通 勤   

□ 

マ イ カ ー 通 勤 を 前 提

とした燃料の使用抑制

(エコドライブの促進等) 

  

特 記 事 項   

備考 1 □のある欄には、該当する□内に「レ印」を記入してください。 

   2 「配慮計画期間」は、提出済のエコ通勤環境配慮計画書と一致させてください。 

   3 「事業所周辺の公共交通機関の状況」欄には、事業所の最寄りの駅及びバス停留所並び

に当該駅及び停留所から事業所までの距離及び所要時間等を記入してください。 

   4 「マイカー通勤」とは、熊本県地球温暖化の防止に関する条例第29条第1項に規定する

「従業員の自家用自動車による通勤」をいいます。 

   5 「マイカー通勤の状況」は、3月31日現在の状況について記入してください。 

   6 「マイカー通勤する従業員」には、育児、介護等のためマイカー通勤が必要な者を含み

ません。 

   7 「温室効果ガスの排出の抑制を図るために実施した措置の内容」欄には、提出済のエコ

通勤環境配慮計画書で選択した項目について、実施した措置の内容を記入してくださ

い。 

   8 「特記事項」欄には、マイカー通勤者の総数や排出抑制のために設定した目標(数値目

標等)の進捗又は達成の状況等があれば、記入してください。 



別記第8号様式(第29条・第30条関係) 

 
建築物環境配慮計画書 

 
年   月   日   

 
 熊本県知事 様 
 

  
提出者 

(建築主) 

住所                  

(法人にあっては、主たる事務所の所在地) 
 

氏名                   
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)  

 
電話番号                 

 

 熊本県地球温暖化の防止に関する条例第32条第 項の規定により、次のとおり提出します。 

 

建 築 物 の 名 称   

建築物の所在地   

建
築
物
の
概
要 

工 事 の 種 別  □新 築  □改 築  □増 築  □その他(      ) 

用 途 

 □事務所  □学 校  □物販店  □飲食店  □集会所 

 □病 院  □ホテル  □集合住宅 □工 場 

 □一戸建専用住宅(注：事務所等併用住宅は除く。) 

敷 地 面 積 m2  建 築 面 積 m2  

床面積の合計 
新築等に係る部分 

(        m2) 

その他の部分 

(        m2) 

合 計 

(       m2) 

構 造  □RC造  □SRC造  □S造  □その他(          ) 

高 さ m  階 数 地上  階、地下  階 

工事着手予定日 年  月  日  工 事 完 了 予 定 日 年  月  日  

温室効果ガスの排出の抑制等を
図るための措置その他の環境への
配慮のため実施しようとする措置の
内 容 及 び 環 境 配 慮 評 価 結 果 

別 紙 に よ る 

再生可能エネルギー利用設備の
導 入 に 係 る 検 討 結 果 

  

 

※受 付 欄 ※摘 要 

    

 備考 1 □のある欄には、該当する□内に「レ印」を記入してください。 

    2 ※欄は、記入しないでください。 

    3 「環境配慮評価結果」とは、知事が別に定める建築物に係る環境性能を評価するシス

テムによる環境への配慮のための措置ごとの評価結果及びこれらの措置の総合的な

評価結果をいいます。 



 

計
画
内
容
に
係
る
連
絡
先 

事 務 所 名   

所 在 地 
(〒  ―   ) 

担 当 者 名   

電話番号等 

電 話 番 号       ―      ― 

F A X 番 号       ―      ― 

メールアドレス          ＠ 

公表に関する希望 

提出者(建築主)が個人の場合は、その氏名は、熊本県個人情報保護条例(平

成12年熊本県条例第66号)第2条第1号に規定する個人情報に該当するため、

公表の希望について記入してください。 

      □公表を希望する。     □公表を希望しない。 

備

考 

  

備考「公表に関する希望」欄は、提出者(建築主)が個人である場合に、その氏名の公表の希望に

関し、該当する□内に「レ印」を記入してください。 



別記第9号様式(第31条関係) 

 
建築物環境配慮変更計画書 

 
年   月   日   

 
 熊本県知事 様 
 

  
提出者 

(建築主) 

住所                   

(法人にあっては、主たる事務所の所在地)  
 

氏名                   
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)  

 
電話番号                 

 

 熊本県地球温暖化の防止に関する条例第32条第3項の規定により、次のとおり提出します。 

 

建 築 物 の 名 称   

建 築 物 の 所 在 地   

変更しようとする

措 置 の 内 容 

変 更 前   

変 更 後   

変 更 の 理 由   

変 更 後 の

環境配慮評価結果 
別 紙 に よ る 

変更工事着手予定日 年  月  日  工 事 完 了 予 定 日 年  月  日  

計画書又は直近の変更計画書の提出日   年  月  日 

 

※受 付 欄 ※摘 要 

    

 備考 1 「計画書又は直近の変更計画書の提出日」欄は、建築物環境配慮変更計画書の提出が

あった場合に、直近の建築物環境配慮変更計画書の提出日を記入してください。 

    2 ※欄は、記入しないでください。 



 

計
画
内
容
に
係
る
連
絡
先 

事 務 所 名   

所 在 地 
(〒  ―   ) 

担 当 者 名   

電話番号等 

電 話 番 号      ―     ― 

F A X 番 号      ―     ― 

メールアドレス         ＠ 

備

考 

  

 



別記第10号様式(第33条関係) 

 
建築物工事完了届出書 

 
年   月   日   

 
 熊本県知事 様 
 

  
届出者 

(建築主) 
住所                  
(法人にあっては、主たる事務所の所在地) 

 
氏名                   
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)  

 
電話番号                 

 

 熊本県地球温暖化の防止に関する条例第33条の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

建 築 物 の 名 称   

建築物の所在地   

工 事 完 了 日   年  月  日 

計画書又は直近の変更計画書の提出日   年  月  日 

届
出
内
容
に
係
る
連
絡
先 

事 務 所 名   

所 在 地 
(〒   ―    ) 

担 当 者 名   

電話番号等 

電 話 番 号      ―     ― 

F A X 番 号      ―     ― 

メールアドレス         ＠ 

備
考 

  

 

※受 付 欄 ※摘 要 

    

 備考 1 「計画書又は直近の変更計画書の提出日」欄は、建築物環境配慮変更計画書の提出が

あった場合に、直近の建築物環境配慮変更計画書の提出日を記入してください。 

    2 ※欄は、記入しないでください。 



 

 

別記第11号様式(第34条関係) 

 
建築物環境性能届出書 

 
年   月   日   

 
 熊本県知事 様 
 

  
届出者 

(所有者又は管理者) 
住所                   
(法人にあっては、主たる事務所の所在地)  

 
氏名                   
(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)  

 
電話番号                 

 

 熊本県地球温暖化の防止に関する条例第34条の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

建 築 物 の 名 称   

建築物の所在地   

建
築
物
の
概
要 

用 途 

 □事務所  □学 校  □物販店  □飲食店  □集会所 

 □病 院  □ホテル  □集合住宅 □工 場 

 □一戸建専用住宅(注：事務所等併用住宅は除く。) 

敷 地 面 積 m2  建 築 面 積 m2  

延 床 面 積 m2    

構 造  □RC造  □SRC造  □S造  □その他(          ) 

高 さ m  階 数 地上  階、地下  階 

温室効果ガスの排出の抑制等を

図るための措置その他の環境への

配慮のため実施している措置の

内 容 及 び 環 境 配 慮 評 価 結 果 

別 紙 に よ る 

 

※受 付 欄 ※摘 要 

    

 備考 1 □のある欄には、該当する□内に「レ印」を記入してください。 

    2 ※欄は、記入しないでください。 

    3 「環境配慮評価結果」とは、知事が別に定める建築物に係る環境性能を評価するシス

テムによる環境への配慮のための措置ごとの評価結果及びこれらの措置の総合的な

評価結果をいいます。 



 

 

 

届
出
内
容
に
係
る
連
絡
先 

事 務 所 名   

所 在 地 
(〒  ―   ) 

担 当 者 名   

電話番号等 

電 話 番 号      ―     ― 

F A X 番 号      ―     ― 

メールアドレス         ＠ 

公表に関する希望 

提出者(所有者又は管理者)が個人の場合は、その氏名は、熊本県個人情報

保護条例第2条第1号に規定する個人情報に該当するため、公表の希望につ

いて記入してください。 

    □公表を希望する。    □公表を希望しない。 

備

考 

  

備考「公表に関する希望」欄は、提出者(所有者又は管理者)が個人である場合に、その氏名の公

表の希望に関し、該当する□内に「レ印」を記入してください。 


